
議案の概要と審議結果　（賛成・・・○、反対・・・×） 会派略称

○平成２３年第２回定例会　(６月８日～６月１７日）

自民 公明 共産 民無ク み無会 社会 主権 花マル 議決結果

予
算

（
1
件

）

平成23年度新宿区一般会計補正予算（第2号） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決

公益的法人等への新宿区職員の派遣等に関する
条例の一部を改正する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

新宿区障害者施策推進協議会条例の一部を改正
する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

新宿区立地域交流館条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

17
件

新宿区立子育て支援施設の設置及び管理に関す
る条例の一部を改正する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

）
新宿区立保育所条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

新宿区立住宅管理条例の一部を改正する条例 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 可決

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の
非常勤の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の
公務災害補償に関する条例の一部を改正する条
例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

「信濃町保育園分園」を廃止する。

「区民住宅」の借上げに係る契約期間が順次満了時期を迎えること等の事情を踏まえ、制
度の見直しを行う。
１　借上げ期間（20年）が満了する住宅を、引き続き利用できるよう、暫定措置として
　一定期間（15年）に限り、新たに「特定住宅」として再借上げを行う。
２　「区民住宅」及び「特定住宅」に新たに入居する者に対して、定期借家制度（更新が
　なく、期間の満了によって賃貸借契約が終了する制度）を導入する。

「公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令」
等の一部改正に伴い、補償基礎額及び介護補償の額を改定する。

自民＝自由民主党新宿区議会議員団  公明＝新宿区議会公明党
共産＝日本共産党新宿区議会議員団  民無ク＝民主・無所属クラブ
み無会＝みんな・無所属の会        社会＝社会新宿区議会議員団
主権＝区民主権の会　　　　　　　  花マル＝新宿区議会花マルクラブ

障害者のための総合的かつ計画的な施策の一層の推進を図る観点から、新宿区障害者施
策推進協議会の委員のうち、区職員の人数を増員する。　（5人以内 → 6人以内）

「百人町ことぶき館」を廃止し、「百人町地域交流館」を設置するとともに、その管理を指定
管理者に行わせる。

「百人町児童館」の管理を指定管理者に行わせる。

議　案　名 概　　要

補正予算額：1億6,346万9千円、補正後予算額：1,393億1,459万4千円
補正の理由：非常食・ミネラルウォーター等の追加備蓄に要する経費、要介護高齢者の24
時間定期巡回・随時対応サービスモデル事業に要する経費、大腸がん検診促進事業に要
する経費、借上型区民住宅の特定住宅への移行に要する経費、東日本大震災による被害
を受けた「新宿文化センター」「角筈地域センター」の緊急改修工事に充てるための予備費
等を計上

「社団法人新宿区シルバー人材センター」が公益認定を受けたことに伴い、職員の派遣先
団体について所要の改正を行う。
（社団法人新宿区シルバー人材センター → 公益社団法人新宿区シルバー人材センター）

条
例
の
改
正

（
7
件

）

区
長
提
出
議
案
　
　
　

（



自民 公明 共産 民無ク み無会 社会 主権 花マル 議決結果議　案　名 概　　要

特別区道の路線の認定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

特別区道の路線の認定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

特別区道の路線の認定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

公の施設の指定管理者の指定について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

人

事

の

同

意

（
２

件

）

新宿区監査委員選任の同意について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

諮
問

（
３
件

）

人権擁護委員候補者の推薦に関する意見の聴取
について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 決定

推
薦

（
１
件

）

東京都後期高齢者医療広域連合議会議員選挙候
補者の推薦について

○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 可決

震災からの復興に向けた補正予算の早期編成を
求める意見書

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

意
見
書

（
５
件

）
当面の電力需給対策に関する意見書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

そ
の
他

（
4
件

）

起点：下落合一丁目９３５番１１地先、終点：下落合一丁目９４４番６地先

起点：西落合二丁目４４３番２２地先、終点：西落合二丁目４４３番１地先

指定管理者を指定する。
 高田馬場創業支援センター（高田馬場１－３２－１０）
 新宿消費生活センター分館（高田馬場１－３２－１０）
                                              …株式会社コンベンションリンケージ

起点：百人町二丁目３２４番１地先、終点：百人町二丁目３１２番６地先
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（
６
件

）

小松政子氏、岩田一喜氏

中村廣子氏、甲野惠美氏、加藤茂行氏

宮坂俊文氏

政府が、迅速に復興に向けた補正予算を編成し、執行していくことが、被災者に安心を与
え、自治体が的確な事業を実施することにつながる。早期に第二次補正予算を編成し、成
立を図るよう、国会及び政府に強く求めました。

電力供給不足問題に対し、政府の電力需給対策本部が５月に発表した対策には、国民に
節電を呼び掛けるばかりで、節電のインセンティブが働くような施策が盛り込まれなかった。
以下の項目について、国会及び政府に強く要望しました。
１　自家発電設備、太陽光発電・蓄電池、太陽熱利用システムの導入補助を大幅に拡充
　すること。
２　ＬＥＤ照明設備の導入補助やエコポイント制度の復活等、国民に対して節電のメリットが
　実感できる施策を早急に実施すること。
３　稼働中の原子力発電所について、一層の安全対策を講じること。
４　電力需給の逼迫が長期化することを踏まえた法制度の見直しや運用改善について、
　早急に検討し、必要な事項を実施すること。



自民 公明 共産 民無ク み無会 社会 主権 花マル 議決結果議　案　名 概　　要

公立学校施設における防災機能の整備の推進を
求める意見書

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

東日本大震災の復興支援と総合的な復興ビジョン
策定を求める意見書

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

地方消費者行政に対する国の実効的支援を求め
る意見書

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

公立学校施設は、備蓄倉庫や自家発電設備、緊急通信手段などの防災機能が十分に整
備されていない問題がある。公立学校施設を対象として、以下の項目について、政府に強
く要望しました。
１　防災機能に関する諸課題について、過去の大規模災害時における事例も参考にしつつ
　　十分な検証を行うこと
２　避難場所として備えるべき、必要な防災機能の基準を作成するとともに、地方公共団体
　　に対し、その周知徹底に努め、防災機能の整備向上を促すこと
３　防災機能向上に活用できる国の財政支援制度に関して、地方公共団体が利用しやす
　　いよう、制度を拡充強化するとともに、窓口を一元化すること

被災地への復興支援策の実施とともに、新たな安全確保事業を国家プロジェクトとして実施
すること、また、一元的かつ総合的な機関を設置し、既存制度の枠組みを超える対策を実
施するために、総合的な復興ビジョンを速やかに策定するよう、国会及び政府に強く要望し
ました。

地方消費者行政に対する地方自治体の意識や体制にはあまりにも格差があり、国からの
支援にも限界がある。以下の項目を国会及び政府に強く要望しました。
１　地方消費者行政活性化基金等の延長も視野に入れ、継続的かつ実効的な財政支援を
　行うこと。
２　あるべき相談窓口の姿について一定の目安を提示し、都道府県と市町村とが広域的に
　連携して窓口を設置する方策など、地方自治体にとって利用しやすい制度枠組みを
　提示すること。
３　消費者が安心して相談できる消費生活相談窓口の充実・強化を図るため、消費生活
　相談員が専門性に見合った待遇のもとで勤務できる専門職任用制度の整備を行うこと。
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